
血圧、脂質、血糖値等が異常値である場
合、重症化を防ぐためには医療機関におい

健診数値に異常がある未治療者ならびに
治療中断者に対する効果の高い受診勧奨

血圧、脂質、血糖値のいずれか1つ以上が

データ解析により、リスク保有者を階層化。
リスクレベルの高い方に対して積極的に介

受診勧奨の対象者総数：404名

受診勧奨の実施者総数：282名
（治療中断者34名、未治療者248名）

受診勧奨実施者全体の受診率：27％
（実施者総数282名中、受診者75名）

既存事業の受診率：9.2%
（2019年度健診結果をもとにした受診勧奨事業）

事業名：ハイリスク層を対象とした効果的な受診勧奨スキームの検討

主幹健保名：大阪港湾健康保険組合 参加健保総数：４組合 うち加入者1万人未満の健保の割合：５０％

対象とする業種・業態・職種 各総合健保の加入者（運輸業、紙製品製造業、機械器具製造業、管工事業）

エグゼクティブサマリー

背景・目的 事業内容 効果・成果

＜背景＞
•

＜事業内容＞
•
異常値である未治療者・治療中断者に対
して、医療機関への通院を促す受診勧奨
を実施する。

•

＜アウトプット＞
•
（治療中断者54名、未治療者350名）

•

•

•

•

て適切な治療を受けることが重要となる。
（重症化すると命に関わることや、高額医
療費等の発生要因となる。）

一方で、健診結果やレセプトデータより、異
常値があるにも関わらず医療機関を受診し
ていない加入者が一定数いることが課題で
あった。

一部の健保では業者を利用し受診勧奨通
知を送ってはいるものの、追跡等の効果検
証ができていないのも課題であった。

より効果量の高い受診勧奨施策を考案・
実施するため、コンソーシアムを組成し、ノウ
ハウやリソースを共有することとした。

※各健保の実情に応じて実施者を選定した。

＜アウトカム＞
••

入する。

受診勧奨の実施後、レセプトデータを元に
受診状況の判定を行う。

※レセプトによる判定では、受診者全員に服薬治療が
開始された。
⇒治療中断者の受診率：35%
（実施者34名中、受診者12名）
⇒未治療者の受診率：25%
（実施者248名中、受診者63名）

◎治療中断者：直近１年間の投薬歴はないが、
直近２～５年間の投薬歴が一度でもある。

◎未治療者：直近５年間の投薬歴が一度もない。

【主幹健保における本事業と既存事業の効果検証】
•

◎前年度の健診結果並びにレセプトを解析
（一部の健保では直近のものまで）
◎対象者に通知配布：2021年１０月～
◎評価期間：2021年１０月～2022年１
月分のレセプト

＜事業の流れ＞
① データ解析による対象者抽出
② 効果的な受診勧奨施策の立案
③ 受診勧奨の実行
④ 効果検証

※全体を通して、事業運営委員会やグループ
メールによる情報交換やディスカッションを行う。

＜目的＞
•

• 本事業の受診率：42.7%
施策を共同事業を通じて考案し、実行する。

（2020年度健診結果をもとにした受診勧奨事業）
※適切に比較する条件が整っていない前提ではあるが、
本事業における施策の効果の高さが示唆された。



１．目的
＜保健事業としての目的＞

目的
• 血圧、脂質、血糖値等の値が高いにも関わらず未受診である、また受診はしたものの不定期もしくは暫く未受診が続き生活
習慣病の管理不良である重症化リスクの高い課題層に対し、受診の必要性を喚起することで定期通院に繋げる。

背景
• 血圧、脂質、血糖値等の異常を放置すると重症化し、命に関わることや高額医療費等の発生要因となる。
• 健診結果やレセプトデータより、異常値があるにも関わらず医療機関を受診していない、または治療を中断していると思われ
る加入者が一定数いることが課題であった。

• 既存の受診勧奨事業は通知のみで、適切な受診や投薬に繋がったのか等の効果検証が未実施であることも課題であった。

＜共同事業としての目的＞

ノウハウの共有
• これまでの取り組み方法や課題を参加組合間で共有することで、より効果的な受診勧奨施策の立案が可能となる。
• 事業運営委員会を通して、より効果的な方法をディスカッションすることにより、新たな気付きを得ることができる。

効率化
• 共通で発生する業務を一元化できるため、参加組合のリソース軽減が可能となる。

事業評価
• 共通の基準で対象者抽出を行い効果検証することで、参加組合の取り組みの比較が可能となる。



２．事業内容

データ解析による 効果的な受診勧奨 受診勧奨の実行 効果検証対象者抽出 施策の立案
健診結果およびレセプト 評価期間内における受診参加組合が抱える課題な 事業対象者へ医療機関へデータを用いて、対象者抽 状況をレセプトならびに回らびに解析結果より、受診 の受診を促す受診勧奨通出 答書より効果判定勧奨の施策を検討 知等を発出
• 未治療者および治療 • 受診勧奨を実施した未• 事業対象者の選定 • 事業対象は重症化リ中断者の判定 治療者・治療中断者のスクのある未治療者な

受診率• 事業実施内容や案内 らびに治療中断者• 健診結果に基づき重 方法等の検討
症化リスクの階層化 • 回答書の集計結果• 共通の受診勧奨通

（検査の実施状況、受知・回答書を送付
診結果など）

３．共同事業の運営方針

基本的な運営方針
• 事業の各フェーズごとに事業運営委員会を開催し、全ての参加組合の意見を集約しながら共同事業を推進した。
• 受診勧奨事業として、対象者の基準や通知物などは共通としたが、案内方法は参加組合の実情に合わせてアレンジを可能とした。

役割分担
• 全ての参加組合が施策立案に携わり、通知物などの作成や受診勧奨の実行等を行った。
• ヘルスケア事業者は対象者抽出・効果検証のためのデータ解析、事業運営委員会の運営支援に携わった。

工夫した点
• 事業運営委員会の定期開催やグループメールの作成により、参加組合間の情報交換やノウハウ共有を活発化した。
• 参加組合ごとに取り組み状況やリソースが異なるため、実情に合わせてアレンジを可能とした。（事業に柔軟性を持たせた。）
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４．主な活動報告①全体像

第1回 7月19日 第2回 9月1日 第3回 10月12日 第4回 12月22日 第5回 3月28日

キックオフミーティング 受診勧奨施策の議 受診勧奨対象者や 中間報告会 最終報告会
論・立案 案内方法の共有

• 事業の実施内容 • 解析結果の共有 • 受診勧奨の実施 • 受診勧奨の実施
やスケジュールの目 • 事業対象者の検 • 受診勧奨を行う対 状況の共有 結果の共有
線合わせ 討 象者の共有 • 回答書の回収状 • 受診勧奨事業・共

• 現状の取り組み状 • 受診勧奨の実施 • 案内方法や工夫 況の共有 同事業に関する振
況や課題感の共 方法や案内方法 の共有 り返り
有 の検討

対象者抽出のための ディスカッション内容 受診勧奨の実行 効果検証 今後の事業への活用
データ解析 の具体化

• 事業対象者へ医 • レセプトデータの授 • 事業結果や振り返
• データの授受 • 事業対象者の確 療機関への受診を 受 り内容を今後の受
• 事業者による解析 定 促す通知文書・回 • 受診有無の判定 診勧奨事業の実
• 解析結果の納品 • 共通の通知物など 答書を送付 • 回答書の最終集 施に活かす

資料の作成 • 回答書の途中集 計
• 案内方法のアレン 計
ジ

グループメールでのコミュニケーション（常時）



４．主な活動報告②-1事業内容の詳細

受診勧奨の基準に1つ以上該当する未治療者・治療中断者を対象とした

■受診勧奨基準案内対象者 • 空腹時血糖：200mg/dl以上 or HbA1c：7.5%以上
• 収縮期血圧：180mmHg以上 or 拡張期血圧：110mmHg以上
• 中性脂肪：500mg/dl以上 or LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ：200mg/dl以上

受診勧奨通知の郵送による参加勧奨をベースとし、参加組合の実情に
合わせて案内を実施した

■案内方法のバリエーション
• 事業主・事業所担当者と事業内容を共有し、通知物を対象者本人に手渡案内方法
してもらう際に受診を促してもらう

• 封筒や通知物などに受診期限・回答期限を明記する
• 事業主・事業所担当者ならびに対象者本人へのリマインドを実施
• 事業所の封筒を用いる（事業所からの通知物の方が開封率が上がる）



４．主な活動報告②-2事業内容の詳細

共同事業として共通の通知物・回答書を用いて受診勧奨を実施した
通知物 • 以下の受診勧奨通知と回答書を作成し、共通の案内資料とした。

• 一部の組合では、組合独自の資料も同封し案内した。

受診勧奨通知 回答書

• 健診結果において • 受診時の診察結果異常があることを分 や実施した検査をかりやすく訴求 回答してもらう（回
答書を書いて提出• 異常値を放置する するには先ず受診ことで重症化リスク する必要がある⇒が高まることを訴求 受診に繋がる）し、ご自身の危険

度についても訴求 • 通知の効果検証に
もなる• 生活習慣病が重症

化したらどうなるの • レセプトデータではか？なぜいけないの 分からない実情がか？を理解してもら 分かる（医師の指いやすいよう「血管 示など）病」を用いて訴求



５．主な成果報告①

＜保健事業としての成果①：レセプトの集計結果＞

■サマリー
• 282名に対して受診勧奨を行い、75名が医療機関を受診し服薬治療に至った（受診率：27％）。
• 治療中断者と未治療者では、治療中断者の方が受診率が高かった（10%差）。
• リスク因子別の投薬開始率は 「 血圧 ＞ 血糖 ＞ 脂質 」 であった。
• 89％の方がリスク因子に応じた服薬治療に繋がった。

アウトプット アウトカム

※（）内は母数に対する割合を示す

合計 治療
中断者 未治療者

実施者総数 282名 34名 248名

血圧
異常あり 71名 12名 59名

脂質
異常あり 169名 16名 153名

血糖値
異常あり 59名 8名 51名

合計 治療
中断者 未治療者

受診者
総数

75名
（27％）

12名
（35％）

63名
（25％）

血圧
受診あり

37名
（52％）

8名
（67％）

29名
（49％）

脂質
受診あり

35名
（21％）

5名
（31％）

30名
（19％）

血糖値
受診あり

21名
（36％）

2名
（25％）

19名
（37％）

リスク因子に
応じた受診服薬

67名
（89％）

10名
（83％）

57名
（90％）



５．主な成果報告①-2

＜保健事業としての成果①-2：同一健保組合における本事業と既存事業の比較＞
■サマリー

• 主幹組合である大阪港湾健康保険組合において、本事業の成果と既存事業の成果の比較検証を行った（結果は下表）。
• 「リスク因子に応じた受診をした割合」に注目すると、適切に受診勧奨すれば、リスク因子に合った治療開始が示唆されている。
• 受診勧奨実施後の受診数・受診率を比較すると、本事業の施策の効果の高さが示唆された（33.5％差）。
• 投薬の開始率は両集団とも「血圧＞血糖＞脂質」の順で高い。
• 本事業の成果と同様に未治療者に比べ治療中断者の受診率が高い（14.4％差）

（既存事業）＜2019年度健診結果をもとにした受診勧奨事業の結果＞ （本事業） ＜2021年度健診結果をもとにした受診勧奨事業の結果＞

アウトプット アウトプット

アウトカムアウトカム

※（）内は母数に対する割合を示す ※（）内は母数に対する割合を示す

※ただし、2019年度に実施した既存事業の結果（上記左表）は、2020年度における条件で抽出した対象者全員に受診勧奨を実施しておらず、また事業実施
時期が違うなど、事業の実施状況が大きく異なるため、精緻な比較検証を行うことは困難である。

合計 治療
中断者 未治療者

実施者総数 119名 12名 107名

合計 治療
中断者 未治療者

実施者総数 166名 21名 145名

合計 治療
中断者 未治療者

受診者
総数

11名
（9.2％）

4名
（33.3％）

7名
（6.5％）

リスク因子に
応じた受診
をした割合

9名
（81.8％）

3名
（75.0％）

6名
（85.7％）

合計 治療
中断者 未治療者

受診者
総数

71名
（42.7％）

12名
（57.1％）

59名
（40.7％）

リスク因子に
応じた受診
をした割合

63名
（88.7％）

10名
（83.3％）

52名
（88.1％）



５．主な成果報告②

＜保健事業としての成果②：回答書の集計結果＞

回答書の集計結果

■サマリー
• 282名に対して受診勧奨を行い、約半数の137名
より回答書の回収を行うことができた。

• 回答書の返送はないが、受診されている方も一定数
いた（レセプトにおける受診75名：回答書における
受診56名）。

• 回答書の集計結果では、医療機関の受診に至った
が、「異常なし」や「様子見」といった理由により、評価
期間内における治療開始に至らない方も一定数いた。

※（）内は回収枚数137件に対する割合を示す

＜共同事業としての成果＞
• １健保のみの比較ではあるが、本事業と既存事業とでは本事業の方が圧倒的に効果が高かった。

• 病名（血圧、脂質、血糖）ごとで分かれていた受診勧奨通知を「血管病」のもと一本化できた。
• 横展開が可能な受診勧奨通知や回答書を作成することができた。
• 参加組合の取り組み事例やノウハウを知ることができた。
• 定期的な事業運営委員会の開催により、情報交換を気軽に行える関係性を構築できた。

集計数

実施者総数 282

回収枚数 137

検査の
実施状況

実施した 98（72％）

実施しなかった 39（28％）

受診結果

異常なし 9（7％）

様子見 25（18％）

後日の受診（または
検査）予定 22（16％）

治療（服薬）開始 56（40%）

未記入 25（19％）



６．今後の事業運営方針

＜共同事業に関する振り返り：参加組合の声＞

良かった点
• 各健保のこれまでの経験や工夫などを共有することで、効果的で強みのある事業にすることができた。（基幹健保の効果検証
からみて既存事業より本事業の方が効果が高かった。）

• 各健保の取り組みや事業所へのアプローチ方法など、様々な工夫を知ることができた。
• 課題について共通認識のもと、対象者や事業所へのアプローチ方法、添付資料などは画一的な方法にこだわらず、 各健保の
特性を侵襲しないよう柔軟に取り組めた。

• 本事業で作成した受診勧奨通知や回答書は、健診結果があればどの健保組合でも活用できるため、これから受診勧奨を始め
られる健保組合にとって非常に有用と感じた。（業者に委託する必要がないので低コストで実施ができ、保健師不在の健保で
も受診勧奨が行える。Wordで作成しているため、各健保で加工が可能。無償で提供可能。）

課題や改善点
• 手法を変えても受診しない人は受診しなかった。そういった方への効果的なアプローチ方法も検討できれば良かった。
• 健保によって事業展開のスピード感（健診結果の回収状況や介入するタイミング）、加入者や事業所との距離・コミュニケー
ションツール（スキル）、コラボの覚書締結の有無など、 様々な要因から足並みを揃えることが難しかった。

• 既存事業として受診勧奨を行っている健保もあったため、共同事業との棲み分けや事業所への本事業の説明、実施のタイミン
グなど調整が大変だった。共同事業は、同じ課題感や熱量を持った同じような環境の健保が集まり実施する方が良いと感じた。
（他健保の様子がわからないので、一緒に事業を行う健保のグルーピングが難しい。）

• 各健保で状況（既存事業や保健師の有無、実施事業の方法や対象者など）が異なるため、効果検証を行うことも難しかった。
• 採択いただいてから事業内容の検討、実施、検証を行うには事業を実施できる期間が短すぎた。
• 通知に検査結果の経年変化グラフなども載せたかったが、どんな健保でも使える物を作成することも目的としていたため、煩雑な
作業が発生するので諦めた。

＜今後の事業運営方針＞
参加組合ごとで、事業の取り組み状況やリソースが異なるため、画一的に本共同事業を継続することは難しい。
そのため、本共同事業で得た知見を活かし、各健保において受診勧奨事業の改善ならびに継続を行っていくこととした。


